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開し、業務特性及び地域特性に応じた独自の目
標を設定して、取組を推進することとしました。
また、システム改善を行うとともに、各所属独自
のマネジメントを重視する分散管理型へと移行を
図りました。

・平成 20(2008) 年度の３回目の更新時には、引
き続き分散管理型システムを堅持し、さらなる充
実を図りました。

・平成 23(2011) 年度の４回目の更新では、東日
本大震災後の社会情勢の変化等をふまえ、環境
負荷の低減・新たな環境創造につながる仕事の
進め方等の見直し、省エネルギー・省資源の推
進を活動の柱とするとともに、システム全般を見
直すことにより分散管理型の体制強化、より一層
の効率化等を図ることとしました。

・ISO14001 に取り組みはじめた平成 11(1999)
年度から、ホームページ等により、その活動結果
を公表しています。

（3）環境調整システムの推進
本県では、自ら実施する開発事業について、そ

の計画を立案する段階から、環境保全に対する配
慮を審議・調整する環境調整システムを運用し、
県開発事業における環境配慮の徹底を図っていま
す。平成 24(2012) 年度には 2 件の開発事業に
ついて審議・調整を行いました。

対象とする開発事業の種類は次のとおりです。
①道路の整備
②河川・ダム等の整備
③海岸の整備
④公有水面の整備
⑤港湾の整備
⑥森林の整備
⑦公園の整備
⑧下水道の整備
⑨水道の整備
⑩農業農村の整備
⑪発電所の整備
⑫建物の建設
⑬用地の整備
⑭その他

らの設定が各養殖漁場で守られているか確認する
ことで、養殖漁場環境の保全に努めました。

（6）農業生産工程管理（GAP)の普及啓発、導
入支援

農業生産段階での安全管理、衛生管理を徹底す
ることを目的に、三重県型 GAP 手法の推進拡大
を図るため、ＧＡＰ指導者育成研修会や生産者向
け GAP 研修会を開催しました。また、GAP に対
する理解向上を目的に生産者、消費者、指導者対
象のシンポジウムも開催しました。GAP の策定・
実践に取り組む、県内２団体に助成も引き続き行
いました。

本県では、県民や企業の皆様から信頼できるパ
ートナーとして認めていただけるよう、県自らがま
ず環境負荷の低減に率先して取り組んでいます。

（1）多様な県機関へのＩＳＯ１４００１の導入
県内市町や企業への率先行動として、平成 12

（2000）年 2 月に本庁及びその周辺機関にお
いて ISO14001 を認証取得しました。

そ の 後 順 次 対 象 範 囲 を拡 大し、平 成 24
（2012）年度末現在、本庁、各地域庁舎（旧
科学技術振興センターの一部研究機関、小児心療
センターあすなろ学園など一部の単独地域機関を
含む）において、ISO14001 に基づく環境活動に
取り組んでいます。

また、県立高校１校が独自に ISO14001 を認証
取得し、環境保全活動を進めています。

（2） 継続的改善をめざした三重県庁ＩＳＯ
１４００１の取組
・平成 11(1999) 年度から平成 13(2001) 年度

までは、オフィス活動における省資源・省エネル
ギーにつながる取組を中心とし、電気・水・用紙
類・廃棄物等の削減に大きな成果をあげることが
できました。

・平成 14(2002) 年度から平成 16(2004) 年度ま
では、地球温暖化防止など、地球規模の環境保
全や改善を積極的に進める方針を新たに打ち出
し、環境に有益な事業を環境目的・目標に設定
して推進してきました。

・平成 17(2005) 年度の２回目の更新時には、環
境に対する有益な事務事業をすべての所属に展

1−3 県における環境経営の推進
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第3章 計画の実現に向けた仕組みづくり・基盤づくり
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3章3節

地に対する理解を深めるため、電源立地地域対策
交付金を活用し、発電用施設周辺地域における産
業振興など住民福祉の向上を図る事業を支援しま
した。

また、国の補助に該当しない新エネルギー設備
を導入する県民の皆さんや事業者等に対する補助
を実施しました。

環境・防災対策等促進資金等の融資制度を活用
して、低炭素社会づくりに貢献する企業の活動を
支援します。

平成 13(2001) 年 10 月１日に「みえ・グリーン
購入基本方針」を新たに策定し、平成 13(2001)
年度に日常的に購入するすべての消耗品（単価
契約物品）を環境配慮型商品にしました。平成
14(2002) 年度からは、物品だけでなく、役務や
公共工事部門についても数値目標を定めてグリー
ン購入に取り組んでいます。その後、「三重県リサ
イクル製品利用推進条例」や県産材利用推進の
ための「三重の木」制度による認定製品につい
て、三重県独自のグリーン購入の取組とし、これら
の優先購入に努めています。

また、平成 17(2005) 年 4 月に基本方針の
一部改正を行い、事業者の選定にあたっては、
ISO14001 をはじめ、三重県版小規模事業所向
け環境マネジメントシステム（ミームス：Ｍ－ＥＭ
Ｓ）等の導入により適切な環境マネジメントを行っ
ていることなども考慮し、事業者に対して環境保
全活動への積極的な取組を働きかけています。

市町が率先して環境保全に取り組むことは、地
域での環境保全活動の推進に大きな効果があるこ
とから、環境経営に関する情報提供を行うなどの
支援を行いました。

成長分野である環境・エネルギー関連産業への
進出を図り、あわせて低炭素社会の構築につなげ
るため、県内中小企業等の研究開発や新事業展
開等を促進します。

県、工業研究所、高度部材イノベーションセン
ター（ＡＭＩＣ）が連携して、情報提供や取り組む
べき技術課題を見出すための勉強会・研究会を設
置するなど、既存技術を生かした省エネ技術への
展開をめざしたネットワークづくりを行い、情報提
供や新たな事業展開につながるモデルプロジェクト
を提案することにより、環境・エネルギー制約の克
服による低炭素社会の構築につなげるとともに、
県内事業者の競争力強化（生産性向上）を図りま
す。

平成 24（2012）年度には、発電用施設の立

1−4 組織的な取組を進める三重県庁のグリー
ン購入

1−5 市町における環境経営の促進

2 環境・エネルギー関連分野への取組促進

2−1 環境・エネルギー関連産業の振興

2−2 環境保全整備に対する支援


